
 半導体の需要は、AI（人工知能）や次世代通信、自動
運転といった用途の広がりから、世界的に高まりを
見せています。半導体業界では生産基盤の強化が急
務となる一方で、技術革新のペースに対応できる専
門人材の不足が、大きな課題として浮上しています。

 半導体の国際団体SEMIによると、2030年までに

世界の半導体業界全体で約150万人の新規労働者

が追加で必要になるとの見通しが示され、その深刻

さを警鐘しています。

 日本国内では、2020年以降先端半導体の後工程

向け投資の活発化を背景に、半導体産業の従業員

数が増加していますが、SEMIによると2030年ま

でにさらに約14万人の新規労働者が必要になると

の見通しが示されています。
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半導体産業の人材不足対策

 この半導体業界の人材不足に対して、主要国・地域

では、さまざまな対策を講じて、学生を含む専門人

材の育成を図り、人材確保を目指しています。

 米国では、CHIPS法（自国の半導体産業を強化する

ための法律）の一環として、半導体業界が直面して

いる喫緊の課題のひとつである労働力育成のため

の拠点を設立し、欧州では欧州半導体法の下、半導

体人材育成に特化したさまざまなプログラムに資金

を投入し、教育機関と産業界が連携して人材開発の

ための戦略的アプローチの策定を進めています。

 また日本も、半導体人材の育成を促進するため、教
育拠点の整備に乗り出しました。官民の連携によっ
て各地域の半導体産業を下支えし、急拡大する半導
体需要に備えて安定供給体制を構築することを目
指しています。

 近年の米中対立の激化や生成AIなどの技術進化に
より、各国・地域における半導体産業の強化が重要
になってきています。各支援により、高度な技術力
と専門知識を持つ半導体人材の育成・確保が進むこ
とは、半導体産業の成長を中長期的に支える基盤に
なると考えられます。

人材育成・確保のために政府が後押し

人材不足が顕在化する半導体業界

専門人材育成を支援する政府の取り組みにより、半導体産業の基盤構築が進んでいます

(出所）経済産業省のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

主な半導体人材育成の施策国・地域

労働力センター・オブ・エクセレンス（WCoE）

 米政府は国立半導体技術センターにWCoEを立
ち上げ、2024年から10年間で2億5,000万米ド
ルを支出。第1弾として1,150万米ドルを財団、
大学など7組織に支給

米国

欧州チップススキルズアカデミー（ECSA)

 EU（欧州連合）のサポート制度「エラスムス・プ
ラス＊」が、400万ユーロを拠出して発足した人
材開発プログラムで、2023年から４年間で半導
体産業の競争力強化を図る

欧州

半導体人材育成拠点形成事業

 文部科学省は、半導体人材育成のための設備整
備費用に10億円、拠点形成費用に6億円を計上
し、計16億円の支援を計画

 事業期間は2025～29年度の5年間で、全国７ヵ
所程度の各教育拠点が域内の連携校と教育プ
ログラムを共有し、ネットワークを形成する

日本

＊2021～2027年のEUの財政枠組み（262億ユーロを充当）により、教育・青少年・
スポーツの支援を行うためのプログラム

（出所）各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
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